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．はじめに

我が国の住宅市場においては、住宅ストックと

居住ニーズの、世代間・地域間のミスマッチが大

きな問題となっている。例えば、農村の過疎化問

題、ニュータウンのゴーストタウン化、東京を含

む全国の空き家率の上昇、危険老朽木造住宅の増

加、などが具体例として挙げられる。こうした住

宅市場における需給ミスマッチが、家計の合理的

な選択の結果なのか、制度的な要因に起因するの

かを見極めることは、人口減少下における住宅ス

トックの有効活用という現状の政策的課題に対し

て、きわめて大きな示唆を与えるものである。

住宅市場における世代間・地域間のミスマッチ

の問題をより詳細に見てみると、例えば、わが国

の住宅市場では、諸外国と比較して転居率が低く、

かつ中古住宅市場の規模が極めて小さいことが知

                                                      
本研究は、科研費（基盤Ａ）「住宅市場における世代
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られている。これらの事象は、住宅ストックが世

代ごとに異なる居住ニーズに合っていないことに

よる帰結とも考えられるが、逆に流通市場が十分

に発達していないことが家計のライフステージに

あった円滑な住み替えを阻害している可能性も考

えられる。実際、子育て世帯の三分の一以上が現

状の住居の広さや間取りに不満を持つ一方で、高

齢者世帯では「住宅が広すぎて管理が大変」とい

う回答が増加している（『平成 年 住生活総合調

査』、『高齢者の住宅と生活環境に関する意識調

査』）。本稿では、このような転居率や改修率の低

さに遺産動機が関連しているかを検証する。

本稿での遺産動機は、親が、子ども・親類・社

会へ遺産を残す動機を指している。初期の研究で

は、高齢者世帯を対象として、子ども有り世帯と

無し世帯に分けて、遺産動機の研究がなされてい

た 。その後の研究では、必ずしも子

どもに対して遺産を残す動機に限らず、子ども有

り世帯と無し世帯を区別せず分析が行われている

。本稿でも、子ども

の有無に限らず、高齢層だけではなく、若年層、

中年層も含めた、分析を行なっている。 年以

降、住宅ローンが借手市場となり、頭金を必要と

しない商品の提供、金利自由化、低金利化による

競争が厳しくなっている（上山・下野 ）。こ

特集 相続を巡る諸課題の検討
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のため、長期の住宅ローンを借りている世帯も多

く、借入時が若年・中年層であっても、返済終了

後の高齢期の状況も考慮して居住選択を決めてい

る可能性があるからである。

本論文は、上記のような我が国の低い転居率や

改修率や住宅需給のミスマッチが、遺産動機に関

する要因により生じているか否かを実証的に検証

する。分析で用いた『日本家計パネル調査』は、

相続人の住宅相続意思及び被相続人の住宅資産及

び金融資産の遺産動機の有無を、全年齢層に対し

て聞いている。これらの情報を用いて、相続意思

や遺産動機のある家計と、ない家計で、住宅の転

居や改修行動に違いがあるかどうかを分析する。

山崎 が指摘しているように、我が国では、

住宅資産の相続については、様々な優遇措置があ

り、住宅の相続が資産の世代間移転の重要な手段

になっていると考えられる。このような税制と遺

産動機との関係を検討することも意味があると考

えられる。

遺産動機 の住宅需要への影響を分析した研究

は多くない。上山 は、遺産動機の選択と、

持ち家の流動性（売却や活用の実現可能性）との

関係を検証している。年齢別にみると、遺産動機

と最も関係のありそうな、高齢者の転居や居住形

態選択などの住宅需要を分析した研究は数多くあ

る 日本 小島 米国

など 。しかし、家計の相続意思

や遺産動機の転居・改修に及ぼす影響を分析した

研究は、我々が知る限り存在しないものと思われ

る。本稿では、相続意思や遺産動機を考慮に入れ、

家計の様々な属性をコントロールしつつ、世帯の

転居や改修行動を分析している。

論文の構成は、下記のとおりである。 節で、

データに関する説明をする。 節で、線形確率モ

                                                      
日本における遺産全般をめぐる歴史的背景や、先行研

究などに関しては、大竹 が詳しい。

行武・岩田・井出 は、生前贈与と住宅購入額の

戦略的な相互作用について、理論的・実証的分析を行っ

ている。

デルによる推計結果に関して述べる。 節で、本

稿をまとめる。

．データとモデル

世帯の転居・改修行動の記述統計量

本稿での分析に用いたデータは慶應義塾大学経

済学部・商学部が収集している『日本家計パネル

調査 』

である。観測期間は、本研究では第 波調査が実

施された 年から、第 波の 年である。

この間の世帯の居住形態の推移をみる。居住形

態により、転居に伴う費用が異なると考えられる

ので、持ち家世帯と借家世帯とに分けた。持ち家

から転居・改修する場合として次のケースに分類

している。 持ち家に居住し続ける場合、

持ち家に転居する場合、 借家に転居する場合、

持ち家を改修する場合である。また借家から

転居する場合として次のケースに分類している。

借家に居住し続ける場合、 持ち家へ転居す

る場合、 借家へ転居する場合、である。さら

に転居・改修により、従前の住宅と比べ部屋数で

計測した規模が変化したかどうかにも着目した。

表 は、世帯主の年齢別に、持ち家からの転居

世帯数を、転居先の居住形態と規模別にまとめた

表である。まず、持ち家からの転居率は ％で

あり、その内、持ち家への転居率が ％、借家

への転居率が ％である。世帯主年齢別には、

－ 歳の若年層の転居が多く、この中には、親

の持ち家から離家する場合も含まれている。

表 は、持ち家の改修世帯数を示している。『日

本家計パネル調査』では、住居に変化があったか

を毎年調査をしている。本稿では、前年と同一住

所に居住しているが、住宅に変化があったと答え

ている世帯を改修世帯としている。改修をした世

帯数は、全体でみると ％程度である。世帯主年

齢別にみると、 代以降、徐々に増える傾向が見

られ、 代以上は ％を示している。

                                                      
データの詳細は、慶應義塾パネルデータ設計・解析セ

ンター を参照された

い。
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のため、長期の住宅ローンを借りている世帯も多

く、借入時が若年・中年層であっても、返済終了

後の高齢期の状況も考慮して居住選択を決めてい

る可能性があるからである。

本論文は、上記のような我が国の低い転居率や

改修率や住宅需給のミスマッチが、遺産動機に関

する要因により生じているか否かを実証的に検証

する。分析で用いた『日本家計パネル調査』は、

相続人の住宅相続意思及び被相続人の住宅資産及

び金融資産の遺産動機の有無を、全年齢層に対し

て聞いている。これらの情報を用いて、相続意思

や遺産動機のある家計と、ない家計で、住宅の転

居や改修行動に違いがあるかどうかを分析する。

山崎 が指摘しているように、我が国では、

住宅資産の相続については、様々な優遇措置があ

り、住宅の相続が資産の世代間移転の重要な手段

になっていると考えられる。このような税制と遺

産動機との関係を検討することも意味があると考

えられる。

遺産動機 の住宅需要への影響を分析した研究

は多くない。上山 は、遺産動機の選択と、

持ち家の流動性（売却や活用の実現可能性）との

関係を検証している。年齢別にみると、遺産動機

と最も関係のありそうな、高齢者の転居や居住形

態選択などの住宅需要を分析した研究は数多くあ

る 日本 小島 米国

など 。しかし、家計の相続意思

や遺産動機の転居・改修に及ぼす影響を分析した

研究は、我々が知る限り存在しないものと思われ

る。本稿では、相続意思や遺産動機を考慮に入れ、

家計の様々な属性をコントロールしつつ、世帯の

転居や改修行動を分析している。

論文の構成は、下記のとおりである。 節で、

データに関する説明をする。 節で、線形確率モ

                                                      
日本における遺産全般をめぐる歴史的背景や、先行研

究などに関しては、大竹 が詳しい。

行武・岩田・井出 は、生前贈与と住宅購入額の

戦略的な相互作用について、理論的・実証的分析を行っ

ている。

デルによる推計結果に関して述べる。 節で、本

稿をまとめる。
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本稿での分析に用いたデータは慶應義塾大学経

済学部・商学部が収集している『日本家計パネル
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である。観測期間は、本研究では第 波調査が実

施された 年から、第 波の 年である。

この間の世帯の居住形態の推移をみる。居住形

態により、転居に伴う費用が異なると考えられる

ので、持ち家世帯と借家世帯とに分けた。持ち家

から転居・改修する場合として次のケースに分類

している。 持ち家に居住し続ける場合、

持ち家に転居する場合、 借家に転居する場合、

持ち家を改修する場合である。また借家から

転居する場合として次のケースに分類している。

借家に居住し続ける場合、 持ち家へ転居す

る場合、 借家へ転居する場合、である。さら

に転居・改修により、従前の住宅と比べ部屋数で

計測した規模が変化したかどうかにも着目した。

表 は、世帯主の年齢別に、持ち家からの転居

世帯数を、転居先の居住形態と規模別にまとめた

表である。まず、持ち家からの転居率は ％で

あり、その内、持ち家への転居率が ％、借家

への転居率が ％である。世帯主年齢別には、

－ 歳の若年層の転居が多く、この中には、親

の持ち家から離家する場合も含まれている。

表 は、持ち家の改修世帯数を示している。『日

本家計パネル調査』では、住居に変化があったか

を毎年調査をしている。本稿では、前年と同一住

所に居住しているが、住宅に変化があったと答え

ている世帯を改修世帯としている。改修をした世

帯数は、全体でみると ％程度である。世帯主年

齢別にみると、 代以降、徐々に増える傾向が見

られ、 代以上は ％を示している。

                                                      
データの詳細は、慶應義塾パネルデータ設計・解析セ

ンター を参照された

い。

表 ：持ち家からの世帯主年齢別転居世帯数

出所： より著者作成

 
表 ：持ち家からの世帯主年齢別改修世帯数

出所： より著者作成 

表 は、借家からの転居世帯数を示している。

借家からの転居は ％ほどである。その内、持ち

家への転居は ％であり、中でも － 代の規

模の大きな持ち家への転居が多い。借家への転居

は ％であり、 － 代の転居が多くみられる。

代で、借家から借家への転居が増えている。

転居・改修行動の実証分析に用いたモデル

本稿では、このような世帯の転居・改修行動が、

親の住宅に関する世帯主の相続意思と、世帯主自

らの住宅の遺産動機により影響を受けているかど

うかを検証する。まず親の住宅の相続可能性に関

する変数としては、 サンプルを中心に調査対

象者全員に聞いている 、「将来あなたがご両親の

お宅を相続する可能性はありますか」という質問

に対して「可能性がある」と答えた世帯を とし、

それ以外を として、相続可能性を示すダミー変

数を作成した。世帯主の親との同居の状況により、

世帯主の相続意思の、現住居からの転居や改修に

及ぼす影響が異なる可能性があると仮定し、相続

意思と世帯主の親との同居を示すダミー変数との

交差項を用いることにした。このような定式化に

より、次の仮説を検証する。

                                                      
サンプルでは 以降の調査となる。

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代以上 合計

持ち家 定住世帯 208 1,173 2,241 2,452 2,452 1,159 47 9,732
92.0% 97.4% 98.9% 99.2% 99.1% 99.5% 100.0% 98.8%

持ち家から持ち家 4 18 10 13 20 5 0 70
1.8% 1.5% 0.4% 0.5% 0.8% 0.4% 0.0% 0.7%

規模の小さい 1 5 1 3 11 4 25
　持ち家へ 0.4% 0.4% 0.0% 0.1% 0.4% 0.3% 0.0% 0.3%
規模の大きな 3 13 9 10 8 1 0 44
　持ち家へ 1.3% 1.1% 0.4% 0.4% 0.3% 0.1% 0.0% 0.4%

持ち家から借家へ 14 13 14 7 3 1 0 52
6.2% 1.1% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.5%

規模の小さい 11 11 6 2 1 1 0 32
　借家へ 4.9% 0.9% 0.3% 0.1% 0.0% 0.1% 0.0% 0.3%
規模の大きな 3 2 8 5 2 0 0 20
　借家へ 1.3% 0.2% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.2%

合計 226 1,204 2,265 2,472 2,475 1,165 47 9,854

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代以上 合計

持ち家 定住世帯 208 1,173 2,241 2,452 2,452 1,159 47 9,732
96.7% 98.7% 97.8% 96.0% 96.0% 96.7% 90.4% 96.8%

持ち家の改修 7 16 51 102 103 40 5 324
3.3% 1.3% 2.2% 4.0% 4.0% 3.3% 9.6% 3.2%

規模を小さく 3 3 7 28 18 11 1 71
する改修 1.4% 0.3% 0.3% 1.1% 0.7% 0.9% 1.9% 0.7%
規模を大きく 4 13 43 74 85 29 4 252
する改修 1.9% 1.1% 1.9% 2.9% 3.3% 2.4% 7.7% 2.5%

合計 215 1,189 2,292 2,554 2,555 1,199 52 10,056
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表 ：借家からの世帯主年齢別転居世帯数

出所： より著者作成

⚫ 仮説 ：調査対象世帯の親が所有する住宅を、

世帯主が相続する意思と、世帯主の親との同居

が、対象者世帯の転居・改修に影響を及ぼす。

遺産動機に関する変数は、 サンプルの

年、 年、 年において調査対象者全員とし

て調査されている 、「あなた方ご夫婦は、財産を

残したいとお考えですか。」という問いに対して、

「残したい」と答えている対象者に、「現金・金融

資産はいかがですか。」、「住宅・土地等の不動産は

いかがですか。」という質問を聞いている。この質

問に対して、これらの資産を「残したい」と答え

ている世帯を 、それ以外を として各資産の遺

産動機を示すダミー変数を作成した。これらの変

数により次の仮説を検討する。

⚫ 仮説 ：調査対象者世帯が保有する「現金・金

融資産」や「住宅・土地等の不動産」の遺産動

機が、調査対象者世帯の転居や改修に影響を及

ぼす。

これらの相続意思と遺産動機に関する変数が、

調査されていない年については、最近の調査され

ている年の値で補完した。表 はこのように作成

                                                      
年には、 年に追加で調査対象となった世帯

に同じ質問を聞いている。

された相続意思と遺産動機の平均値をまとめたも

のである。

その他の住宅需要行動に関連する変数の影響を

除くために、次の変数をコントロール変数として

使用している。世帯属性を示す変数に、世帯主年

齢、世帯人員数、子どもの数を利用した。また、

世帯主が大学卒である場合、既婚の場合、女性世

帯主である場合、子どもと同居している場合、

をとるダミー変数を含めている。世帯の経済的状

況を示す変数として、実質住宅価格（自己評価額）、

実質家賃、実質所得額、実質貯蓄額を用いた。こ

れらについては、転居や改修への影響が非線形で

ある可能性もあるので、対数変換をしている 。世

帯主の職業状況として、自営業、正規雇用、非正

規雇用、引退のそれぞれに該当する場合には を

とるダミー変数を作成した。借入金がある場合に

は をとるダミー変数も作成している。持ち家で

住宅ローンのある世帯に関しては、経済政策の要

因として、いわゆる「住宅ローン減税」が、転居・

改修に影響を及ぼす可能性があるため、その控除

額も、モデルに含めている。

                                                      
ただし、欠損値は としている。欠損値の影響は、欠

損値ダミー変数を含めることにより除いている。

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代以上 合計

借家 定住世帯 119 332 241 173 103 43 1 1,012
78.8% 78.7% 89.6% 91.1% 89.6% 97.7% 100.0% 84.9%

借家から持ち家 14 64 19 9 3 1 0 110
9.3% 15.2% 7.1% 4.7% 2.6% 2.3% 0.0% 9.2%

規模の小さい 0 0 1 1 1 0 0 3
 持ち家へ 0.0% 0.0% 0.4% 0.5% 0.9% 0.0% 0.0% 0.3%
規模の大きな 14 63 18 8 2 1 0 106
 持ち家へ 9.3% 14.9% 6.7% 4.2% 1.7% 2.3% 0.0% 8.9%

借家から借家へ 18 26 9 8 9 0 0 70
11.9% 6.2% 3.3% 4.2% 7.8% 0.0% 0.0% 5.9%

規模の小さい 4 7 2 2 2 0 0 17
 借家へ 2.6% 1.7% 0.7% 1.1% 1.7% 0.0% 0.0% 1.4%
規模の大きな 14 19 7 6 7 0 0 53
 借家へ 9.3% 4.5% 2.6% 3.2% 6.1% 0.0% 0.0% 4.4%

合計 151 422 269 190 115 44 1 1,192
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表 ：借家からの世帯主年齢別転居世帯数

出所： より著者作成

⚫ 仮説 ：調査対象世帯の親が所有する住宅を、

世帯主が相続する意思と、世帯主の親との同居

が、対象者世帯の転居・改修に影響を及ぼす。

遺産動機に関する変数は、 サンプルの

年、 年、 年において調査対象者全員とし

て調査されている 、「あなた方ご夫婦は、財産を

残したいとお考えですか。」という問いに対して、

「残したい」と答えている対象者に、「現金・金融

資産はいかがですか。」、「住宅・土地等の不動産は

いかがですか。」という質問を聞いている。この質

問に対して、これらの資産を「残したい」と答え

ている世帯を 、それ以外を として各資産の遺

産動機を示すダミー変数を作成した。これらの変

数により次の仮説を検討する。

⚫ 仮説 ：調査対象者世帯が保有する「現金・金

融資産」や「住宅・土地等の不動産」の遺産動

機が、調査対象者世帯の転居や改修に影響を及

ぼす。

これらの相続意思と遺産動機に関する変数が、

調査されていない年については、最近の調査され

ている年の値で補完した。表 はこのように作成

                                                      
年には、 年に追加で調査対象となった世帯

に同じ質問を聞いている。

された相続意思と遺産動機の平均値をまとめたも

のである。

その他の住宅需要行動に関連する変数の影響を

除くために、次の変数をコントロール変数として

使用している。世帯属性を示す変数に、世帯主年

齢、世帯人員数、子どもの数を利用した。また、

世帯主が大学卒である場合、既婚の場合、女性世

帯主である場合、子どもと同居している場合、

をとるダミー変数を含めている。世帯の経済的状

況を示す変数として、実質住宅価格（自己評価額）、

実質家賃、実質所得額、実質貯蓄額を用いた。こ

れらについては、転居や改修への影響が非線形で

ある可能性もあるので、対数変換をしている 。世

帯主の職業状況として、自営業、正規雇用、非正

規雇用、引退のそれぞれに該当する場合には を

とるダミー変数を作成した。借入金がある場合に

は をとるダミー変数も作成している。持ち家で

住宅ローンのある世帯に関しては、経済政策の要

因として、いわゆる「住宅ローン減税」が、転居・

改修に影響を及ぼす可能性があるため、その控除

額も、モデルに含めている。

                                                      
ただし、欠損値は としている。欠損値の影響は、欠

損値ダミー変数を含めることにより除いている。

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代以上 合計

借家 定住世帯 119 332 241 173 103 43 1 1,012
78.8% 78.7% 89.6% 91.1% 89.6% 97.7% 100.0% 84.9%

借家から持ち家 14 64 19 9 3 1 0 110
9.3% 15.2% 7.1% 4.7% 2.6% 2.3% 0.0% 9.2%

規模の小さい 0 0 1 1 1 0 0 3
 持ち家へ 0.0% 0.0% 0.4% 0.5% 0.9% 0.0% 0.0% 0.3%
規模の大きな 14 63 18 8 2 1 0 106
 持ち家へ 9.3% 14.9% 6.7% 4.2% 1.7% 2.3% 0.0% 8.9%

借家から借家へ 18 26 9 8 9 0 0 70
11.9% 6.2% 3.3% 4.2% 7.8% 0.0% 0.0% 5.9%

規模の小さい 4 7 2 2 2 0 0 17
 借家へ 2.6% 1.7% 0.7% 1.1% 1.7% 0.0% 0.0% 1.4%
規模の大きな 14 19 7 6 7 0 0 53
 借家へ 9.3% 4.5% 2.6% 3.2% 6.1% 0.0% 0.0% 4.4%

合計 151 422 269 190 115 44 1 1,192

表 住宅所有形態別の相続意思・遺産動機の記述統計量

出所： より著者作成

これらの変数を用いて、t時点の転居・改修行動

を、この 年前の変数である、t − 1時点の変数で

説明する。このために、次のような固定効果を考

慮した線形確率モデルを推定している。

Pr(𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 = 1) = 𝛼𝛼1 + 𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖−1 + 𝛽𝛽2𝑧𝑧𝑖𝑖𝑖𝑖−1 + 𝛾𝛾𝑅𝑅
+ 𝛿𝛿𝑖𝑖 + 𝑣𝑣𝑖𝑖 

(1)

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖はt時点に転居あるいは改修を行った場合に

をとる変数である。ここで𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖−1には世帯𝑖𝑖の相続意

思や遺産動機に関する変数が含まれる。これらの

変数は、転居・改修の意思決定と同時に決定され

る可能性があり、その影響を緩和するために、

期前の値を用いている。𝛽𝛽1は、対応する𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖−1の
𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 = 1を選択する確率への限界効果を示す。𝑧𝑧𝑖𝑖𝑖𝑖−1
は世帯属性やその世帯が居住する地域に関する変

数を含むベクトルである。𝛽𝛽2は対応する限界効果

を示す。𝛾𝛾𝑅𝑅は世帯𝑖𝑖が居住する 地域𝑅𝑅 北海道、

東北、関東、中部、近畿、中国、四国、九州・沖

縄 の固定効果を示し、𝛿𝛿𝑖𝑖は調査時点の固定効果を

示す。𝑣𝑣𝑖𝑖は世帯𝑖𝑖の固定効果を示す 。これは観測

                                                      
世帯の固定効果について、持ち家と借家からの転居モ

デルについては次のように検討をした。 検定の結果か

ら、世帯の固定効果が との仮説は棄却される。

検定 では、 モデルと変量効果

モデルとの間に、差があるとは言えないとの結論が得ら

されない世帯固有の不均一性をコントロールする

ために含まれる。これを全サンプルを用いて推定

したモデル とする。ただし、相続意思や遺産動

機に関するパラメータ𝛽𝛽1は、年齢層により変化す

る可能性があるので、 － 代、 － 代、

代以上の 年齢層との交差項を持つモデル も

併せて推定した。

さらに上記の二つの仮説の検証結果は、サブサ

ンプル毎に異なる可能性があるので、サブサンプ

ル別にも推定を行った。都市圏と非都市圏との差

を見るために、 大都市圏に属するサンプル

と、 大都市圏以外に属するサンプルを用い

たモデルを推定した。ここで 大都市圏は、次の

都道府県とした。首都圏：千葉県、埼玉県、東京

都、神奈川県、名古屋圏：愛知県、関西圏：大阪

府、京都府、兵庫県である。次に、子どもの有無

別の差を見るために 子ども有り世帯、 子ど

                                                                                
れた。 検定の結果より、変量効果モデルよりも

固定効果モデルが選択されるとの結果が得られた。改修

モデルについては、 検定の結果、固定効果モデルが支

持されたが、 検定の結果からは、変量効果モデルが

支持され、 検定の結果からは、変量効果モデル

と固定効果モデルのどちらのモデルでも良いとの結果

だったので、最終的に固定効果モデルを採用している。

A. 持ち家世帯

転居先 定住 持ち家 小さな持ち家 大きな持ち家 借家 小さな借家 大きな借家

変数 平均 平均 平均 平均 平均 平均 平均

住宅相続意思あり(=1) 0.45 0.50 0.36 0.59 0.56 0.56 0.55
金融資産遺産動機あり(最近)(=1) 0.77 0.79 0.80 0.80 0.73 0.75 0.70
住宅資産遺産動機あり(最近)(=1) 0.88 0.81 0.88 0.77 0.71 0.56 0.95
観測値数 9732 70 25 44 52 32 20
B. 改修

転居先 改修 減築 増築

変数 平均 平均 平均

住宅相続意思あり(=1) 0.40 0.52 0.37
金融資産遺産動機あり(最近)(=1) 0.78 0.77 0.78
住宅資産遺産動機あり(最近)(=1) 0.93 0.92 0.94
観測値数 324 71 252
C.借家世帯

転居先 定住 持ち家 小さな持ち家 大きな持ち家 借家 小さな借家 大きな借家

変数 平均 平均 平均 平均 平均 平均 平均

住宅相続意思あり(=1) 0.49 0.65 0.67 0.64 0.47 0.41 0.49
金融資産遺産動機あり(最近)(=1) 0.83 0.77 1.00 0.76 0.84 0.82 0.85
住宅資産遺産動機あり(最近)(=1) 0.40 0.64 0.33 0.64 0.39 0.53 0.34
観測値数 1012 110 3 106 70 17 53
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も無し世帯で分けた。最後に世帯主の両親が逝去

しているサンプルの 世帯主両親逝去世帯と、健

在のサンプルの 世帯主両親健在世帯で分けた。

次節で、これらのモデルの推定結果について検討

する。

．線形確率モデルの推定結果

従前持ち家サンプルの推定結果

表 は、持ち家からの転居あるいは改修につい

て、推定された遺産動機関連の変数の符号をまと

めている。持ち家から持ち家への転居の推定結果

より、 の年齢層別には、 － 代で、親と同

居しておらず、相続意思がある場合、持ち家に留

まる傾向が見られる。 大都市圏以外に居住

している世帯で、住宅資産の遺産動機がある場合

には、転居をしない傾向があることが分かる。

持ち家から借家への転居に関しては、 の年齢

層別には、 － 代で住宅資産の遺産動機がある

場合には、借家へ転居する傾向が見られる。これ

は若年齢層世代の親の家からの独立と、将来にお

ける住宅の取得とその住宅の被相続への期待を示

していると考えられる。サブサンプルの推定結果

からは、 大都市圏に居住している世帯で、

金融資産の遺産動機がある場合には、借家には転

居せず、現住居に留まる傾向が見られる。 子ど

も無し世帯の場合、世帯主の親と同居をしておら

ず、遺産動機がある場合、現住居に留まる傾向が

見られる。

持ち家の改修モデルの推定結果については、

の世帯主年齢層との交差項を持つモデルから、金

融資産の遺産動機がある － 代の場合、改修を

する傾向が見られる。サブサンプルの推定結果か

らは、 大都市圏に居住しており、親と同居

しておらず、住宅相続意思がある場合、改修しな

い傾向が見られる。 子ども無し世帯は、金融資

産の遺産動機がある場合、改修する傾向が見られ

る。 世帯主両親逝去世帯では、何らかの理由で

（推測するに、相続が完了していない。あるいは

配偶者の親の住宅の相続など）、住宅相続意思があ

る場合、改修しない傾向が見られた。

従前借家サンプルの推定結果

表 は借家からの転居モデルの推定された遺産

動機関連の変数の符号をまとめている。

借家から持ち家への推定結果について、 全サ

ンプルの推定結果より、世帯主の親と同居してお

らず、住宅の相続意思がある場合には、転居しな

い傾向が見られる。 世帯主年齢層との交差項を

含むモデルからは、住宅の相続意思があり、親と

同居している － 代の係数はマイナスで有意

表 従前持ち家世帯の線形確率モデルの推定された遺産動機関連変数の係数の符号

注 内は推定に用いたモデル・サブサンプルを示す。

空欄は有意な結果が見られなかったことを示している。

係数が負で有意の場合 ％ ％ ％水準でそれぞれ、有意にゼロと異なる。

係数が正で有意の場合 ％ ％ ％水準でそれぞれ、有意にゼロと異なる。

出所 より著者作成。詳細は、隅田・瀬古・吉田（ ）を参照のこと。

　遺産動機関連変数 持ち家から持ち家 持ち家から借家 持ち家改修

住宅相続意思あり(=1)
  ×親と同居(=1)

[(c)3大都市圏:--]

[(g)世帯主両親逝去:--]

[(b)20-30: ++]

[(f)子ども無し:+]

住宅資産遺産動機あり(=1) [(d) 3大都市圏以外:--] [(b)20-30: ++]

住宅相続意思あり(=1)
  ×親と非同居(=1)

[(b) 40-50:--] [(f)子ども無し:-]

金融資産遺産動機あり(=1) [(c)3大都市圏:-]
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も無し世帯で分けた。最後に世帯主の両親が逝去

しているサンプルの 世帯主両親逝去世帯と、健

在のサンプルの 世帯主両親健在世帯で分けた。

次節で、これらのモデルの推定結果について検討

する。

．線形確率モデルの推定結果

従前持ち家サンプルの推定結果

表 は、持ち家からの転居あるいは改修につい

て、推定された遺産動機関連の変数の符号をまと

めている。持ち家から持ち家への転居の推定結果

より、 の年齢層別には、 － 代で、親と同

居しておらず、相続意思がある場合、持ち家に留

まる傾向が見られる。 大都市圏以外に居住

している世帯で、住宅資産の遺産動機がある場合

には、転居をしない傾向があることが分かる。

持ち家から借家への転居に関しては、 の年齢

層別には、 － 代で住宅資産の遺産動機がある

場合には、借家へ転居する傾向が見られる。これ

は若年齢層世代の親の家からの独立と、将来にお

ける住宅の取得とその住宅の被相続への期待を示

していると考えられる。サブサンプルの推定結果

からは、 大都市圏に居住している世帯で、

金融資産の遺産動機がある場合には、借家には転

居せず、現住居に留まる傾向が見られる。 子ど

も無し世帯の場合、世帯主の親と同居をしておら

ず、遺産動機がある場合、現住居に留まる傾向が

見られる。

持ち家の改修モデルの推定結果については、

の世帯主年齢層との交差項を持つモデルから、金

融資産の遺産動機がある － 代の場合、改修を

する傾向が見られる。サブサンプルの推定結果か

らは、 大都市圏に居住しており、親と同居

しておらず、住宅相続意思がある場合、改修しな

い傾向が見られる。 子ども無し世帯は、金融資

産の遺産動機がある場合、改修する傾向が見られ

る。 世帯主両親逝去世帯では、何らかの理由で

（推測するに、相続が完了していない。あるいは

配偶者の親の住宅の相続など）、住宅相続意思があ

る場合、改修しない傾向が見られた。

従前借家サンプルの推定結果

表 は借家からの転居モデルの推定された遺産

動機関連の変数の符号をまとめている。

借家から持ち家への推定結果について、 全サ

ンプルの推定結果より、世帯主の親と同居してお

らず、住宅の相続意思がある場合には、転居しな

い傾向が見られる。 世帯主年齢層との交差項を

含むモデルからは、住宅の相続意思があり、親と

同居している － 代の係数はマイナスで有意

表 従前持ち家世帯の線形確率モデルの推定された遺産動機関連変数の係数の符号

注 内は推定に用いたモデル・サブサンプルを示す。

空欄は有意な結果が見られなかったことを示している。

係数が負で有意の場合 ％ ％ ％水準でそれぞれ、有意にゼロと異なる。

係数が正で有意の場合 ％ ％ ％水準でそれぞれ、有意にゼロと異なる。

出所 より著者作成。詳細は、隅田・瀬古・吉田（ ）を参照のこと。

　遺産動機関連変数 持ち家から持ち家 持ち家から借家 持ち家改修

住宅相続意思あり(=1)
  ×親と同居(=1)

[(c)3大都市圏:--]

[(g)世帯主両親逝去:--]

[(b)20-30: ++]

[(f)子ども無し:+]

住宅資産遺産動機あり(=1) [(d) 3大都市圏以外:--] [(b)20-30: ++]

住宅相続意思あり(=1)
  ×親と非同居(=1)

[(b) 40-50:--] [(f)子ども無し:-]

金融資産遺産動機あり(=1) [(c)3大都市圏:-]

表 従前借家世帯の線形確率モデルの推定された遺産動機関連変数の係数の符号

注 内は推定に用いたモデル・サブサンプルを示す。

空欄は有意な結果が見られなかったか、観測値が存在しなかったことを示している。

係数が負で有意の場合 ％ ％ ％水準でそれぞれ、有意にゼロと異なる。

係数が正で有意の場合 ％ ％ ％水準でそれぞれ、有意にゼロと異なる。

出所 より著者作成。詳細は、隅田・瀬古・吉田（ ）を参照のこと。

である。この世帯は、現在、世帯主の親と借家に

同居しているが、親が家を所有している場合であ

ると考えられる。親と同居しておらず、住宅の相

続意思がある場合、 － 代・ 代以上は、転居

をしない傾向が見られた。これは小規模宅地の特

例の適応要件とも関連している可能性があろう。

また、金融資産の遺産動機がある場合には、 －

代と 代以上については、借家にとどまる傾

向が見られた。

次にサブサンプルの結果について検討する。

大都市圏外、 子ども有り世帯、 世帯主両

親健在世帯で、住宅相続意思があり、世帯主の親

と同居していない世帯は、借家に居住を続ける傾

向が見られた。これらの結果は、相続税に関する

小規模宅地の特例が適応されるための条件である、

自分または配偶者の持ち家に居住していないとい

う規定に関係があると考えられる。また、

大都市圏に親と居住する世帯は、住宅相続意思が

ある場合、借家に居住する傾向が見られた。そし

て 大都市圏に居住し金融資産遺産動機があ

る場合、借家に居住し続ける傾向が見られた。一

方、 子ども有り世帯で、住宅資産遺産動機があ

る場合、借家から持ち家へ転居する傾向が見られ

た。これは、日本では、子どもに相続させたい場

合には、金融資産の方が実物資産よりも相続税の

実効税率が高いという事実を反映した家計行動の

結果と解釈することもできるだろう（山崎 ）。

借家から借家への転居モデルの推定結果につい

て、 年齢層の交差項を含む場合については、住

宅相続意思があり、親と同居している － 代、

代に転居する傾向が見られる。これらの世帯は、

現在、世帯主の親と借家に同居しているが、親が

家を所有している場合である可能性もあろう。

世帯主両親逝去世帯で、金融資産遺産動機がある

場合、別の借家へ転居する傾向が見られた。これ

は居住費を低下させるための転居と考えられる。

．おわりに

本論文は、居住ニーズと、住宅ストック間のミ

スマッチの要因として、家計の転居・住宅改修行

動に与える遺産動機に焦点をあてた研究である。

分析の結果より、相続意思や住宅資産や金融資産

の遺産動機が、居住形態の変化に関連しているこ

とが分かった。山崎 は、遺産と介護の関係

として、土地・建物の相続税率が低く、土地や住

宅を遺産として残すことが有利になっているため

に、これらを遺産として子どもに残し、子どもか

ら介護や金銭的な補助を受ける戦略的遺産動機の

存在を指摘している。この観点から、住宅資産の

遺産動機が、強く見られたのは、三大都市圏以外

に居住している持ち家世帯で、住宅資産の遺産動

機がある場合には、転居をしない傾向が見られた。

また、住宅資産を相続させたいとの意思の強い世

帯は、借家から持ち家に転居している子ども有り

　遺産動機関連変数

[(b)40-50:---] [(b)20-30:++]

[(c )3大都市圏:-] [(b) 60以上:+]

[(a)全サンプル:---] [(d)3大都市圏外: ---]

[(b)20-30:--] [(e)子ども有り:--]

[(b)60以上:-] [(h) 両親健在: ---]

金融資産遺産動機あり(=1)
　[(b)40-50:- ]
[(b)60以上:---]

　[(c)3大都市圏:---] [(g)両親死去:+++]

住宅資産遺産動機あり(=1) [(e)子ども有り:+]

借家から持ち家 借家から借家

住宅相続意思あり(=1)
  ×親と非同居(=1)

住宅相続意思あり(=1)
  ×親と同居(=1)
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世帯であった。一方、金融資産で相続させたい世

帯について、持ち家世帯は持ち家に居住を続け、

不都合があれば、改修をし、借家世帯は借家に住

み続ける傾向が見られた。

今後は、今回の分析結果をふまえて、より厳密

な分析を行なっていく予定である。
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